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中期経営計画策定に関するお知らせ 

 
当社グループではこの度、平成 27 年 5 月 15 日付で発表し、平成 27 年 11 月 2 日付で改訂を実施し

た「中期経営計画（2015 年度-2017 年度）」につきまして、昨年度実施した経営改善策を踏まえて既存

の中期目標値を見直し、新たに 2016 年度（平成 29 年 3 月期）を初年度とする「中期経営計画（2016
年度-2018 年度）」（以下、「本中期経営計画」といいます。）を下記のとおり策定いたしましたので、お

知らせいたします。 
記 

１．見直しの理由 
  平成 27 年 11 月 2 日付で改訂を行った時点に対し、受注環境が好転していること、本日発表したとお

り固定資産の減損損失を計上したこと、等により事業環境の前提に変動が生じていることから、収益基

盤確立と持続的な事業成長に向けて 2016 年度を初年度とする３ヵ年の計画を新たに策定することとい

たしました。 
  
２．本中期経営計画基本方針 
 当社グループは「人類の永遠の平和共存を願い、生命科学の探求を通じて明日の医療を実現すると共

に、地球環境の維持向上に貢献する」という経営理念（社是）を掲げ、医薬品開発の支援事業並びに環

境事業に取り組んでおります。 
昨年度実施した経営改善策により、現在の市場規模に適応した事業運営体制を構築しており、まずは

収益基盤を確立し、2016 年度における確実な黒字化に最優先で取り組みます。 
その上で大手製薬企業の主要新薬開発品目のシフト（低分子化合物→バイオ医薬品）及び iPS 細胞の

出現による新薬開発手法の革新への対応を進めるとともに、遺伝子関連事業への参入や iPS 細胞関連ビ

ジネスの事業化を加速し、持続的安定的な事業の成長に取り組んでまいります。 
 
３．重点施策 
受注については成果が出ております（前年同期比 17.6%増）ので、従前の重点施策を踏襲しておりま

す。主な施策は以下のとおりです。 

（１）非臨床試験受注増加策の実施 

①以下の目下優位性のある項目への集中化による受注増加 

   a.今期より米国食品医薬品局（FDA）が義務化する新薬申請データ等の電子化（SEND）への対応として、

前期において日本初となる FDA トライアル申請を数多く成功させた実績と経験を活かし、大手製薬

企業からの非臨床試験の受注増加を図ります 

b.代替法試験など最近立ち上げた複数の新規試験項目の受注を促進いたします。 

②東京支所に一元化された営業体制により、顧客対応のスピードアップ・効率化を行います。 

③動物種・試験種の拡大 
公益財団法人実験動物中央研究所等との共同体制をもって、より効率的な試験の実施を求められ 
ているバイオ医薬品等の開発に対応可能な動物種・試験種を増やしてまいります。 

④動物福祉関連 
   株式会社住化分析センターと共同で確立した微量採血・超高感度定量法を用いた試験は、使用動



 

物の大幅な削減が可能であり、動物福祉への貢献も積極的に PRして受注を拡大してまいります。 
 
（２）iPS 細胞等再生医療関連事業 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の採択事業や信州大学との社会連携協定をはじ

めとするアカデミアとの共同研究等を通じて、MHC 統御(移植免疫寛容型)動物の用途開発を加速す

るとともに、iPS 細胞等再生医療開発周辺に関わるコンサルティングを強化し、安全性試験の受託増

加に繋げてまいります。 
 
（３）遺伝子関連事業の拡大 

倉敷紡績株式会社との業務提携により参入を果たした遺伝子解析事業を足掛かりとして、遺伝子関

連ビジネスを拡大してまいります。 
 

（４）環境事業の事業基盤強化 
  国家予算による開発支援により研究施設の設備投資意欲は旺盛であり、環境及び動物福祉への意識

の高まりと相まって当社の環境事業へのオファーは活況を呈しております。顧客ニーズに合わせた提

案型のエンジニアリング営業を推進し、より収益力のある事業基盤を構築の上で更なる成長を図って

参ります。 
 
４．数値目標（連結）                             （単位：百万円） 
 2015 年度 

実績 
2016 年度 

予想 
2017 年度 

目標 
2018 年度 

目標 
売上高 2,116 2,342 2,400 2,525
経常利益 △230 9 101 140
売上高経常利益率(%) - 0.38% 4.20% 5.54%
親会社株式に帰属する当期純利益 △1,204 0 56 77
売上高当期純利益率(%) - 0.04% 2.33% 3.04%
1 株当り当期純利益（円） △401.60 円 3.00 円 18.67 円 25.67 円
自己資本当期純利益率(ROE:%) - 0.19% 10.70% 14.72%
※1 株当り当期純利益は平成 28 年 3 月 31 日現在の発行済株式数で算出しております。 
 
【本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現在当社が入手している情報及び合理

的と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。

今後の様々な要因により、実際の業績等は、本資料の記載内容と異なる結果となる可能性があること

をご留意ください。】 
以 上 


